
第五期介護保険事業計画期間の保険料（平成24～26年度）

所得
段階 対　象　者 保 険 料 割 合 保 険 料 額

第一
段階

・生活保護被保護者
・市民税非課税世帯で、老齢福祉年金受給者 基準額×0.50 年額27,600円

月額 2,300円

第二
段階

・市民税非課税世帯で、本人の合計所得金額
＋課税年金収入額が80万円以下 基準額×0.50 年額27,600円

月額 2,300円

第三
段階

・市民税非課税世帯で、本人の合計所得金額
＋課税年金収入額が80万円超120万円以下

基準額×0.75
×11／12

年額37,950円
月額 3,163円

第四
段階

・市民税非課税世帯で、本人の合計所得金額
＋課税年金収入額が120万円超 基準額×0.75 年額41,400円

月額 3,450円

第五
段階

・市民税課税世帯のうち本人が市民税非課税
で、本人の合計所得金額＋課税年金収入額
が80万円以下

基準額×11／12 年額50,600円
月額 4,217円

第六
段階

・市民税課税世帯のうち本人が市民税非課税
で、本人の合計所得金額＋課税年金収入額
が80万円超

基準額 年額55,200円
月額 4,600円

第七
段階

・本人が市民税課税で、本人の合計所得金額
が190万円未満 基準額×1.25 年額69,000円

月額 5,750円

第八
段階

・本人が市民税課税で、本人の合計所得金額
が190万円以上 基準額×1.50 年額82,800円

月額 6,900円
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介
護
保
険
は
、
介
護
が
必
要
に
な
っ
た
高
齢
者
が
地
域
で
安
心
し
て
暮
ら
し

て
い
け
る
こ
と
を
目
指
す
と
と
も
に
、
い
つ
ま
で
も
自
立
し
た
生
活
を
送
れ

る
よ
う
支
援
す
る
た
め
の
制
度
で
す
。

介
護
保
険
料
の

決
ま
り
方
と
納
め
方

保
険
料
は
40
歳
以
上
の
方
が
納

め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

ま
た
、
40
歳
〜
64
歳
の
方（
第

２
号
被
保
険
者
）と
65
歳
以
上
の

方（
第
１
号
被
保
険
者
）と
で
は
、

保
険
料
の
額
も
納
め
る
方
法
も
違

い
ま
す
。

【
40
歳
～
64
歳
の
方
の
保
険
料
】

40
歳
〜
64
歳
の
方（
第
２
号
被

保
険
者
）の
保
険
料
は
、
加
入
し

て
い
る
医
療
保
険
の
算
定
方
式
に

よ
り
決
ま
り
ま
す（
下
表
参
照
）。

【
65
歳
以
上
の
方
の
保
険
料
】

保
険
料
の
決
ま
り
方

65
歳
以
上
の
方（
第
１
号
被
保
険
者
）の
保
険
料
は
、
３
年
に
一
度
見
直
し
を
行
う
こ
と
に
な
っ
て
お

り
、
３
年
間
の
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
な
ど
に
か
か
る
費
用
か
ら
算
出
さ
れ
た｢

基
準
額｣

を
中
心
に
、
市
民

税
の
課
税
状
況
や
所
得
、
年
金
収
入
に
応
じ
て
８
段
階
に
分
か
れ
て
い
ま
す
。

高
齢
者
の
暮
ら
し
を

み
ん
な
で
支
え
る
介
護
保
険

医療保険の
区　分 保 険 料 の 決 ま り 方 保 険 料 の 納 め 方

国民健康保
険に加入し
ている方

世帯に属している第２号
被保険者の人数や所得な
どによって決まります。

同じ世帯の第２号被保険者全員の医
療分・後期高齢者支援分と介護分を
合わせて、世帯主が納めます。

職場の健康
保険に加入
している方

健康保険組合、共済組合な
ど、加入している医療保険
の算定方式に基づいて決ま
ります。

医療分・後期高齢者支援分と介護分
を合わせて、給与から天引きされま
す。
※40歳～64歳の被扶養者（主婦など）

は個別に保険料を納める必要はあ
りません。

※老齢福祉年金…明治44年４月１日以前に生まれた方、または大正５年４月１日以前に生まれた
方で一定の要件を満たしている方が受けている年金

※合計所得金額…｢所得｣とは、実際の収入から必要経費の相当額を差し引いた金額
※課 税 年 金…老齢福祉年金、障害年金、遺族年金を除く公的年金



40歳以上の皆さんが納める介護保険料と
公費（税金）を財源にして運営しています

保険料
50％

公　費
50％

65歳以上の方の
保険料　21.0％

40～64歳の方の
保険料　29.0％

国の負担金
25.0％

県の負担金
12.5％

市の負担金
12.5％

※居宅サービスの場合の財源内訳
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介
護
保
険
の
サ
ー
ビ
ス
を
十
分

に
整
え
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、

そ
し
て
介
護
が
必
要
に
な
っ
た
と

き
に
、
誰
も
が
安
心
し
て
介
護
保

険
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き
る
よ

う
、
介
護
保
険
料
は
必
ず
納
め
ま

し
ょ
う
。

特
別
な
事
情
が
な
い
の
に
保
険

料
の
滞
納
が
続
く
場
合
、
未
納
期

間
に
応
じ
て
給
付
が
一
時
差
し
止

め
に
な
っ
た
り
、
利
用
者
負
担
が

１
割
か
ら
３
割
に
な
っ
た
り
す
る

措
置
が
と
ら
れ
ま
す
。
保
険
料
は

必
ず
納
め
て
く
だ
さ
い
。

介
護
保
険
は
助
け
合
い
の
精
神

に
基
づ
く
社
会
の
仕
組
み
で
す
。

介
護
保
険
料
は
介
護
が
必
要
な
方

を
支
え
る
大
切
な
財
源
に
な
っ
て

い
ま
す
。
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を

利
用
し
て
い
な
い
と
い
う
理
由
で

お
返
し
す
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん

の
で
ご
理
解
く
だ
さ
い
。

◎
問
い
合
わ
せ
…

　

高
齢
福
祉
課
介
護
保
険
係

　

☎（
55
）５
１
１
５

保
険
料
の
納
め
方

 
特
別
徴
収 

老
齢（
退
職
）年
金
・
障
害
年

金
・
遺
族
年
金
が｢

年
額
18
万
円

以
上｣

の
方
は
、
年
金
の
定
期
支

払
い
の
際
に
あ
ら
か
じ
め
天
引
き

に
な
り
ま
す
。

前年の所得が確定してい
ないため、仮に算定した
保険料を差し引きます。

確定した年間保険料額か
ら仮徴収分を差し引き、
３回に分けて天引きしま
す。

４月（１期）

６月（２期）

８月（３期）

10月（４期）

12月（５期）

２月（６期）

仮徴収

本徴収

た
だ
し
、
所
得
申
告
の
や
り
直

し
な
ど
で
、
年
度
途
中
で
保
険
料

が
増
額
に
な
っ
た
場
合
や
65
歳（
第

１
号
被
保
険
者
）に
な
っ
た
場
合

な
ど
は
、
一
時
的
に
市
か
ら
お
送

り
す
る
納
付
書
に
よ
り
、
取
扱
金

融
機
関
等
で
納
め
て
い
た
だ
き
ま

す
。

 

普
通
徴
収 

老
齢（
退
職
）年
金
・
障
害
年

金
・
遺
族
年
金
が｢

年
額
18
万
円

未
満｣

の
方
は
、
市
か
ら
お
送
り

す
る
納
付
書
に
よ
り
、
取
扱
金
融

機
関
等
で
納
め
ま
す
。

口
座
振
替
が
便
利
で
す

外
出
が
難
し
く
、
納
付
書
で
納

め
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
に
は
、

口
座
振
替
が
便
利
で
す
。

手
続
方
法

介
護
保
険
料
の
納
付
書
、
通

帳
、
印
鑑（
通
帳
届
出
印
）を
ご
用

意
の
う
え
、
市
内
金
融
機
関
、
収

納
課（
市
役
所
１
階
）ま
た
は
各
支

所
地
域
振
興
課
で
お
申
し
込
み
く

だ
さ
い
。

※
口
座
振
替
の
開
始
は
、
通
常
、

申
込
日
の
翌
月
か
ら
に
な
り
ま

す
。

※
口
座
の
残
高
を
ご
確
認
く
だ
さ

い
。
残
高
不
足
で
引
き
落
と
し

で
き
な
い
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

保
険
料
を
滞
納
す
る
と
…

１年以上
滞納した
場合

・介護保険サービス利用時の支払い
方法の変更

　介護保険サービスを利用した時、
一度利用料の全額を自己負担しなけ
ればなりません。保険給付分（費用の
９割）は、申請により後で払い戻され
ます。

１年６カ月
以上
滞納した
場合

・保険給付の一時差し止め
・差し止め額から滞納保険料を控除
　払い戻されるはずの保険給付分（費
用の９割）の一部または全部を一時的
に差し止めるなどの措置が取られま
す。滞納が続く場合は、差し止めら
れた額から保険料が差し引かれる場
合があります。

２年以上
滞納した
場合

・利用者負担の引き上げ
・高額介護サービス費等の支給停止
　介護保険料の未納期間に応じて、本
来１割である利用者負担額が３割に引
き上げられたり、高額介護サービス費
等が受けられなくなったりします。


